要綱様式第１号（第３条関係）

	
補助金等交付申請書

令和　　年　　月　　日


　　秋　田　県　知　事　　　あて


所 　在 　地
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　商号又は名称
代表者職氏名




令和６年度において、次のとおり補助金等を交付されるよう申請します。


１　補助金等の名称　　海外展開はじめの一歩応援事業費補助金



２　補助金等申請額　　　　　　　　　　　　　円



３　補助事業等の実施期間　　令和　　年　　月　　日 ～ 令和　　年　　月　　日


　注　補助事業等の実施計画書及び収支予算書は、別紙により添付のこと。
要綱様式第２号（第３条関係）

	
収支予算書

収入の部　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）
	区　　分
	本年度
予算額
	前年度
予算額
	差引増減
	摘　　要

	
	
	
	増
	減
	

	　自己資金
	
	
	
	
	　

	　県補助金
	
	
	
	
	　

	　
	
	
	
	
	　

	　
	
	
	
	
	　

	　
	
	
	
	
	　

	　
	
	
	
	
	　

	　
	
	
	
	
	　

	　
	
	
	
	
	　

	　
	
	
	
	
	　

	合　計
	
	
	
	
	　


　　※自己資金、県補助金以外の収入がある場合は、必ず記載すること。

支出の部　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）
	区　　分
	本年度
予算額
	前年度
予算額
	差引増減
	摘　　要

	
	
	
	増
	減
	

	　
	
	
	
	
	　

	　
	
	
	
	
	　

	　
	
	
	
	
	　

	　
	
	
	
	
	　

	　
	
	
	
	
	　

	　
	
	
	
	
	　

	　
	
	
	
	
	　

	　
	
	
	
	
	　

	　
	
	
	
	
	　

	　
	
	
	
	
	　

	合　計
	
	
	
	
	　


　　※事業実施計画書「３経費配分」に記載の経費区分ごとの総事業費小計を記載すること。




要領様式第１号（海外展開はじめの一歩応援事業費補助金）

事業実施計画書
１　申請者概要

	項　　目
	概　　要

	(1)商号又は屋号
	


	(2)代表者職・氏名
	


	(3)主たる事務所の
所在地
	〒



	(4)設立年
	(和暦)　　　　　　　　(西暦)

	(5)業種・事業内容
	(業種)

(事業内容)






	(6)従業員数
	※申請年度４月１日現在の常時使用する従業員の数


	(7)消費税及び地方
消費税の取扱い
	※いずれかを○で囲むこと。
　一般課税事業者　　　簡易課税事業者　　　免税事業者

	(8)主要な取引先
	

	(9)自社の特徴・強み
	





	(10)補助金事務
担当者連絡先
	所属（部署）：

職・氏名：

所在地：〒
　　　　

TEL:

E-mail:

※いずれかを○で囲むこと。
　　単独　　　連携体の代表（連携体構成数：　者）





２　令和６年度事業計画

	A　事業区分

	　※海外展開戦略の策定のために実施する事業（いずれか又は両方）を○で囲むこと。

　　専門家招へい等事業

　　マーケティング事業


	B　事業内容

	(1)海外展開したい製品・技術・サービス等の名称及び特徴等
　








	(2)海外展開したい製品・技術・サービス等の国内（県内・県外）実績
　








	(3)海外展開したい目的及び動機
　








	(4)海外展開したい国・地域
　※明確な希望がない場合は、未定と記載すること。









	(5)海外展開戦略の策定のために取り組む内容
　※取り組む内容毎に箇条書きで具体的に記載すること。
　（どのような情報をどのような方法でどのくらいの量を収集する等）

















	(6)海外展開戦略の策定スケジュール
　※(5)に記載した取り組む内容の実施時期及び戦略の策定時期を必ず記載すること。










	(7)海外展開戦略の策定のために本補助事業外で取り組む内容の有無
　※有の場合は、その内容を記載すること。







	(8)国、県、ジェトロ、中小機構等公的機関からの支援の有無（予定も含む）
　※有の場合は、その内容を記載すること。












３　経費配分
（単位：円）
	経費区分
	経費内容
	総事業費
	補助対象経費
	備　　考

	
	



小　計
	
	
	

	
	



小　計
	
	
	

	
	



小　計
	
	
	

	
	



小　計
	
	
	

	
	



小　計
	
	
	

	
	



小　計
	
	
	

	合　　計
	
	
	Ａ

Ｂ



	補助対象経費合計Ａ×補助率２／３
（千円未満切捨）
	千円
	

	県補助金申請額
（Ｂの額又は補助限度額のいずれか低い額）
	千円
	


　
　※経費区分には交付要領別表２の経費区分欄の項目を記載すること。
　※補助対象経費には消費税及び地方消費税を除いた金額を記載すること。
　※補助限度額は１者につき８００千円を上限とする。




要領様式第２号（海外展開はじめの一歩応援事業費補助金）

誓約書

令和　　年　　月　　日

秋田県知事　あて

所　 在 　地
商号又は屋号
代表者職氏名

海外展開はじめの一歩応援事業費補助金の交付申請にあたり、次のことについて誓約します。

１　国税及び地方税について （※該当する項目にチェックしてください）

☐（１）申請日現在における国税及び地方税の滞納はありません。

☐（２）申請日現在において別添のとおり滞納がありますが、今後、課税庁の了承した納入計画に基づいて納付します。また、このことについての調査を、貴職が行っても異議はありません。　※課税庁が認めた納入計画を添付してください。

２　県及び公的金融機関等からの融資について（※該当する項目にチェックしてください）

☐（１）申請日現在において県及び公的金融機関からの融資は受けていません。

☐（２）申請日現在における県及び公的金融機関からの融資を受けていますが、債務の不履行はありません。

☐（３）申請日現在において以下のとおり債務の不履行がありますが、今後、債権者の了承した返済計画に基づいて返済します。また、このことについての調査を、貴職が行っても異議はありません。　※債権者が認めた返済計画を添付してください。

３　反社会的勢力について （※該当する項目にチェックしてください）

☐（１）秋田県暴力団排除条例（平成２３年条例第２９号）第２条に規定する暴力団又は暴力団員が実質的に経営に関与している法人その他の団体ではありません。

[bookmark: _GoBack]☐（２）代表者及び役員等が暴力団員若しくは暴力団又は暴力団員と密接な関係を有する者ではありません。

４　設立からこれまで、輸出（直接輸出・間接輸出）、直接投資（海外法人設立・海外出店等）及び海外企業との業務提携等の海外展開を行った実績はありません。
　（輸入及び訪日外国人観光客の誘致を除く。）

要領様式第３号（海外展開はじめの一歩応援事業費補助金）

承諾書

令和　　年　　月　　日

秋田県知事　あて

所　 在 　地
商号又は屋号
代表者職氏名


　海外展開はじめの一歩応援事業費補助金の交付申請にあたり、次のことについて承諾します。


１　秋田県の要請に応じ、本補助事業の取り組み経緯及び内容等について、報告会等で発表することに協力します。


２　秋田県が補助事業者の利益に反しない範囲で、本補助事業の取り組み経緯及び内容等について、公表することに協力します。
